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問　商工観光課（内線 2341）

問　保健福祉センター（☎ 44-4560）

宅地坪単価４万円台から好評分譲中！

平成 31年度慰霊巡拝のご案内

　国では、旧主戦戦域や遺骨収容できない海上におい
て、戦没者を慰霊するための慰霊巡拝を実施していま
す。平成 31年度の実施計画が公表されました。詳し
くは、保健福祉センター福祉係までお問い合わせくだ
さい。
■対象者
　慰霊巡拝を行う戦域における戦没者のご遺族（配偶
者 (再婚した者を除く。）、父母、子、兄弟姉妹、参加遺
族（子・兄弟姉妹）の配偶者、孫、甥、姪）で、健康
状態が良好で団体行動を支障なく行える人です。ただ
し、過去5年以内に参加したことがない人が優先とな
ります。その他、派遣先によっては別途条件があります。

■経費の補助
　旅費経費の３分の１が補助されます。
■平成 31年度計画
実施地域名 実施時期 実施期間 申込期限

沿海地方 10月 8日㈫～
10月 12日㈯ 5日間 ４月 26日㈮

東部ニューギニ
ア

９月 28日㈯～
10月 5日㈯ 8日間 ５月 17日㈮

インド 10月７日㈪～
10月 12日㈯ 6日間 ７月 12日㈮

マリアナ諸島 12月 5日㈭～
12月 12日㈭ 8日間 ７月 24日㈬

フィリピン ２月 13日㈭～
２月 20日㈭ 8日間 ９月 17日㈫

硫黄島（第１次）11月中旬 2日間 －
硫黄島（第２次）２月中旬 2日間 －

町内３箇所で宅地を分譲しています。ご家族や親戚、友人にもぜひご紹介ください。

便利！
▶すべての分譲地で上下水道完備
▶通勤・通学や買い物に便利な好立地！
▶岩手中部 (金ケ崎 ) 工業団地まで車で数分！

お得！
▶仲介手数料が発生しません
▶住宅資金借入利子補給　町内に住宅を建設・購入し、金融機関
から融資を受けた場合、住宅ローン利子の一部を補助します。

▶サンライズ上平沢　全86区画
 残り３区画（約126坪 634.1 万円～）

▶湖水パークかいだん 全 65区画
 残り9区画（約130坪 623.1 万円～）

▶田園パーク横道　  全 136区画
 残り1区画（約70坪 569.5 万円）
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問　農業委員会（内線 2233）

　農地を取得（買い入れ、受贈、借り入れ）する際の農
地法第３条許可の許可要件の一つに「許可後の耕作面
積が50アール以上になること」という下限面積要件が
あります。町では、新規就農者等の受け入れ促進や遊休
農地等の解消による農地の有効利用を図ることを目的と
して、平成31年4月1日から町全域において10アー
ル以上に変更しました。今後は、町内の農地を取得す
る場合は、農地取得後の耕作面積が10アール以上あれ
ば許可されることになります。耕作面積のほか農地法第
３条の許可は、次の要件を満たす必要があります。
1全部効率利用要件（機械、労働力、技術）
2農作業常時従事要件（年間１５０日以上）
3地域との調和要件（地区での共同作業など）

農地取得の下限面積
変更のお知らせ
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申込先・問　商工観光課（内線 2333）

　町内・外の事業所に正社員として勤務している町外
居住の若年者が金ケ崎町の民間住宅に転入した場合、
賃借に要する費用の一部を最大 36カ月補助します。
■補助対象　次の要件にすべて該当すること
▶定住の意思をもって町に住民登録をした人▶ 35歳
未満（申請時）▶町内外の事業所に正社員として勤務
（出向者除く）▶自己の居住のため民間賃貸住宅賃貸
契約を締結し、現に居住している人▶世帯員に町税等
の滞納者がいない▶公的制度による賃貸補助を受けて
いない▶世帯全員がこの要綱の補助金を受けていない
▶入居する世帯員が、公務員または独立行政法人もし
くは地方独立行政法人の役員または職員でない
※補助内容等詳細は町ホームページをご覧ください。

補助対象を拡大しました！
「若年者移住定住促進家賃補助金」

お知らせ
news

お知らせ
news

申込先・問　商工観光課（内線 2333）

子育て世帯を応援！マイホーム取得は今がチャンスです！
「金ケ崎町定住促進住宅取得支援補助金」申込受付中！

■補助内容　
　自己の居住用に新たに住宅建設または取得する際に
係る次の経費の総額に対し、１/2（上限 10万円）を
補助します。
⑴対象住宅の取得にかかる事務手続き経費

⑵対象住宅への引越費用
⑶対象住宅の火災保険料および地震保険料
※対象経費に租税公課は含めないものとします。
■補助対象　
　次の要件にすべて該当する人が対象となります。
▶町内の民間賃貸住宅に居住している世帯で、世帯全
員が 40歳未満である
▶対象住宅に住民登録を行っている
▶世帯全員が町税等を滞納していない
▶世帯全員がこの要綱の補助金を受けていない
■申込方法　町ホームページから申込書をダウンロー
ドのうえ、必要書類を商工観光課に提出してください。

　町内の民間賃貸住宅に居住している
40歳未満の世帯が新規で住宅建設ま
たは取得する場合の経費の一部を

最大で10万円補助します。


